
日
本
の
イ
ン
フ
ラ
事
情 

新
技
術
の
活
用
と
民
間
企
業
と
の
連
携 

改
正
水
道
法
は
イ
ン
フ
ラ
の 

維
持
管
理
対
策
に
な
る
の
か 

公
共
イ
ン
フ
ラ
を
支
え
て
い
く 

電
機
産
業
の
技
術 

  

日
本
の
公
共
イ
ン
フ
ラ
は
、
高
度
成
長
期
時

代
（
１
９
５
０
～
１
９
７
０
年
代
）
に
一
斉
に

整
備
さ
れ
た
た
め
、
耐
久
年
数
の
目
安
と
な
る

建
設
後
50
年
を
経
過
す
る
割
合
が
今
後
20
年

で
急
速
に
高
ま
り
ま
す
。
実
に
道
路
橋
の
７
割
、

ト
ン
ネ
ル
の
５
割
、
下
水
管
き
ょ
の
４
分
の
１

が
50
年
以
上
と
な
り
、
早
急
な
対
応
が
必
要
で

す
（
図
表
１
）
。
し
か
し
、
内
閣
府
の
試
算
に
よ

れ
ば
、
点
検
や
更
新
の
た
め
の
費
用
に
は
今
後

40
年
間
で
約
４
０
０
兆
円
以
上
と
巨
額
な
費

用
が
必
要
と
言
わ
れ
て
い
ま
す
。
人
材
面
で
は
、

全
国
の
市
町
村
に
い
る
土
木
部
門
の
職
員
は
１

９
９
６
年
度
を
ピ
ー
ク
に
２
０
１
３
年
度
時
点

で
既
に
３
割
減
と
な
る
９
万
人
に
ま
で
減
少
し

て
い
ま
す
。
そ
の
上
、
点
検
に
あ
た
る
熟
練
技

術
者
の
高
齢
化
も
進
ん
で
い
ま
す
。 

                

  

政
府
は
２
０
１
９
年
度
予
算
案
で
老
朽
イ
ン

フ
ラ
対
策
の
推
進
費
に
前
年
度
予
算
か
ら
２
割

増
と
な
る
５
４
４
０
億
円
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
昨
年
12
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
２
０
１

８
年
度
第
２
次
補
正
予
算
の
総
額
約
３
兆
円
の

内
、
緊
急
性
の
高
い
イ
ン
フ
ラ
の
更
新
に
約
１

兆
円
を
充
て
る
と
し
、
対
策
を
急
い
で
い
ま
す
。 

              

さ
ら
に
は
、
Ａ
Ｉ
や
セ
ン
サ
・
ロ
ボ
ッ
ト
等

の
新
技
術
を
活
用
し
、
異
常
・
予
兆
の
早
期
検

知
シ
ス
テ
ム
な
ど
の
開
発
も
進
め
て
い
ま
す
。

国
土
交
通
省
で
は
、
電
機
メ
ー
カ
ー
な
ど
民
間

企
業
と
連
携
し
、
Ａ
Ｉ
を
活
用
し
た
イ
ン
フ
ラ

設
備
の
更
新
有
無
の
判
断
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
シ

ス
テ
ム
の
開
発
を
進
め
て
い
ま
す
。
ま
た
、
新

技
術
開
発
に
は
企
業
間
連
携
や
新
技
術
の
現
場

試
行
等
の
促
進
が
必
要
で
す
。
そ
こ
で
、
２
０

１
６
年
11
月
に
「
イ
ン
フ
ラ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
国

民
会
議
」
が
設
立
さ
れ
ま
し
た
。
同
会
議
で
は

企
業
間
連
携
を
促
す
た
め
に
企
業
マ
ッ
チ
ン
グ

が
実
施
さ
れ
て
お
り
、
例
え
ば
、
富
士
通
と
デ

ジ
タ
ル
地
図
を
事
業
と
し
て
い
る
イ
ン
ク
リ
メ

ン
ト
Ｐ
（
パ
イ
オ
ニ
ア
子
会
社
）
が
舗
装
劣
化

状
況
把
握
技
術
を
開
発
し
て
い
ま
す
。
東
芝
も

カ
メ
ラ
に
よ
る
舗
装
ひ
び
割
れ
解
析
技
術
の
試

行
を
浜
松
市
で
実
施
し
て
い
ま
す
。 

 

   

水
道
事
業
（
上
水
道
）
も
同
様
に
費
用
と
人

手
不
足
の
課
題
が
あ
り
、
す
べ
て
の
管
路
の
更

新
に
は
１
３
０
年
以
上
か
か
る
と
言
わ
れ
て
い

ま
す
。
そ
こ
で
政
府
は
昨
年
12
月
に
水
道
事
業

の
広
域
化
と
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ
ン
制
度
（
運
営
権

を
民
間
に
移
す
制
度
）
を
柱
と
し
た
改
正
水
道

法
を
成
立
さ
せ
ま
し
た
。
広
域
化
で
は
、
浄
水

場
や
送
配
水
施
設
な
ど
の
経
営
資
源
を
一
元
管

理
す
る
こ
と
で
コ
ス
ト
の
削
減
や
専
門
人
材
の

確
保
等
を
期
待
し
て
い
ま
す
。
コ
ン
セ
ッ
シ
ョ

ン
制
度
で
は
、
企
業
の
参
入
を
促
進
し
、
企
業

の
ノ
ウ
ハ
ウ
に
よ
る
効
率
化
が
進
む
こ
と
が
期

待
さ
れ
て
い
ま
す
。 

   
 

 

老
朽
イ
ン
フ
ラ
の
点
検
に
は
電
機
産
業
が
提

供
し
て
い
る
新
技
術
が
活
用
さ
れ
、
効
率
化
が

図
ら
れ
て
い
ま
す
。
近
年
で
は
、
ド
ロ
ー
ン
（
無

人
航
空
機
）
を
活
用
し
た
橋
梁
点
検
の
試
行
な

ど
も
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。
電
機
連
合
と
し
て

も
社
会
課
題
に
貢
献
で
き
る
電
機
産
業
の
新
技

術
を
活
用
し
た
異
常
・
予
兆
の
早
期
検
知
シ
ス

テ
ム
の
導
入
を
推
進
し
て
い
ま
す
。 

巨額な費用と人材面の課題 

老朽インフラ問題を電機産業の技術が救う！！ 
高度成長期に一斉に整備された公共インフラ（道路橋やトンネル等）の老朽化が進む中で、笹子トンネル
天井版落下事故（2012年）のような重大事故が発生しています。そのため、公共インフラの点検や更新が
求められていますが、巨額な費用がかかります。さらには、手作業での点検が必要なため、人手不足や
スキルの差による見落としなど人材面の課題もあります。       電機連合 総合産業・社会政策部門 

電機連合＠見える化通信 Vol.９４（２０１９.１） 「見える化通信」では、難しそうで見えづらい政策課題の中身を月に一回紹介します。

■図表２ 企業マッチングと現場試行例

■図表１ 建設後50年以上経過するインフラ割合 

出所：ICT、データ活用等による戦略的なインフラ
メンテナンス等（国土交通省、経済産業省） 


